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第７章 庁舎建設の進め方

１ 事業手法

（１）事業手法の整理

公共施設の事業手法として、従来の分離発注方式や、近年では民間活力を導入

した様々な手法があり、内閣府・総務省の通知では、効率的かつ効果的な公共施

設の整備と、新たな事業機会の創出や民間投資の喚起による経済成長の実現のた

めに、公共施設整備に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用していく、

PPP14/PFI 手法の導入を必要に応じて検討することが求められています。代表的

な事業手法を整理すると、以下のとおりとなります。

■ 分離発注方式

・設計と施工を分けて発注する方式
・基本設計、実施設計を設計事務所などに委託し、作成した設計図書、工事予算に基づき、建設工

事を建設会社に発注する

■ DB方式（Design-Build）

・設計・施工（詳細設計から施工、生産設計までを含む）を一括して発注する方式
・設計から完工まで一貫した管理に基づくことで事業の効率化が期待される

■ DBO方式（Design-Build-Operate）

・設計・施工に加え施設の維持管理を一括して発注する方式

・より包括的な管理と運営の合理化が図られる

・本方式の場合、当該事業の資金調達は発注者である事業者等が行うこととなる

■ PFI 方式（Private-Finance-Initiative）

・民間資金を活用した設計・施工・維持管理業務などの一括発注手法

・設計・施工・維持管理に関与する企業が SPC（特別目的会社）を設立して発注者との間で事業契

約を締結し、設計、施工、一定期間維持管理業務を一括して担う

・PFI 方式には、施設所有の違いによる事業方式（BTO15、BOT16他）と、民間側の事業費の回収形

態による事業類型（サービス購入型17、独立採算型18、両社の混合型）の違いがある

・本方式の場合、民間金融機関から当該 SPC に対し出資されることから、発注者は自ら一時的に多

額の財政支出を負う必要がない点が特色として挙げられる

14 Public Private Partnership：公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意

工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図るもの
15 Build Transfer Operate：民間事業者が施設等を建設し、施設完成後に公共施設等の管理者等に所有権を移転し、民間事業

者が維持管理・運営を行う事業方式
16 Build Operate Transfer：民間事業者が施設等を建設し、維持管理・運営を行い、事業終了後に公共施設等の管理者に施設

所有権を移転する事業方式

17 対価の支払い方法で、地方公共団体が民間事業者へ対価を支払う形態のこと

18 対価の支払い方法で、地方公共団体が民間事業者へ対価を支払わず、利用者が支払う形態のこと
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（２）事業手法の検討

多様な手法が考えられますが、本事業においては、スムーズかつ確実な推進が

見込める分離発注方式を採用します。

表 18：主要な事業手法の比較

項 目 分離発注方式 DB方式 DBO方式
PFI方式

（BTO方式）

概要

設計

町

（委託・請負契約）

民間

(JV)

民間

(代表企業)

民間

(PFI事業者)

工事

維持管理

運営

町

（委託・請負契約）

資金調達

町 町

建物所有権 町 町

発注方式 仕様発注 性能発注

町の意向の反映

◎ ○ △

細分化して発注され

るため、それぞれの

段階で町の意向を反

映させやすい

設計・工事が一括発

注のため、意向・要求

に漏れや変更が生じ

ないよう、発注前に

要求水準を入念に検

討する必要がある

・設計・工事・維持管理に至るまで一括発注

の長期契約となるため、初期段階で維持管

理を含めた要求水準を入念に検討する必要

がある

・発注後の条件変更は困難であり、予期せぬ

変化に対応しにくい

受注・受託企業

○ ○ △ △

各業種ごとに細分化

された多数の企業へ

発注・委託を行う

・設計・施工会社が

JVを組み、受注す

ることが一般的

・事業規模が大きく

なり、代表構成員

は大手ゼネコンと

なる

資金調達、経営ノウ

ハウ、専門技術等の

総合力を要するた

め、代表企業は大手

企業に限られる

DBO方式と同様の特

徴のほか、倒産リス

ク回避のため、大手

企業主導のグループ

構成にてSPCを設立

し受注する

地元企業の参入

◎ ○ ○ ○

業種や発注額の大小

に応じて、地元を含

む、広く多様な企業

の参入が可能

JV構成員として地元

企業の参入を条件と

するなどの対応が可

能

代表企業の下請けと

して、地元企業の参

入を受注条件とした

り、総合評価の際、地

元企業の積極的利用

に加点評価をするこ

とが可能

DBO方式と同様の特

徴のほか、SPC構成

員として地元企業を

含む条件指定なども

可能

町側の作業負担

○ △

事業の円滑な遂行の

ため、細分化された

発注・委託の手続き

や監督など、他方式

よりも作業量は多い

が、実績のある作業

内容となる

・要求水準書の作成までに注力を必要とする

・幅広い知見と専門的な知識を要する作業も多いため、外部のアドバ

イザー委託契約等によるノウハウの導入が一般的である

・発注後の作業は比較的省力化される
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項 目 分離発注方式 DB方式 DBO方式
PFI方式

（BTO 方式）

コスト

○ ○ ○

・同一内容の事業で

あれば、コストは安

価となりやすい

・民間の創意工夫に

よるトータルコス

トダウンの余地は

なし

施工技術面において

民間の創意工夫を反

映でき、分離発注方

式よりもトータルコ

ストダウンにつなが

る可能性があるが、

品質低下の懸念があ

る

・民間金利による事業となるため、起債を使

用する分離発注方式と比べて、同一内容で

は事業コストも高くなるが、自主事業の展

開など、民間の創意工夫により、トータル

コストは分離発注方式よりも下がる可能

性もある

・長期契約のため、DB方式よりも民間の創

意工夫の余地が大きい

・参入企業が少なく、割高になる可能性があ

る

支出の平準化

△ △ ○

庁舎建設段階におい

て多額の財政支出が

発生するが、起債利用

によりある程度の平

準化が可能

庁舎建設段階におい

て多額の財政支出が

発生するが、起債利

用によりある程度の

平準化が可能

契約年数に応じた分割払いが標準的であり、

本事業に並行して、他の事業予算が立てやす

い

スケジュール

◎ ○ △

従来より多数採用実

績のある方式で、最も

安定的かつ早いスケ

ジュールで事業を実

施可能

・要求水準書の作成に時間を要し、開庁まで

の時間は分離発注方式よりも長くかかる

ことが想定される

・分離発注方式の設計・工事等段階における

発注準備にかかる時間を削減することが

でき、発注後のスケジュールは安定して進

みやすい

DB・DBO方式と同様

の特徴のほか、SPC

設立に要する時間な

どを考慮すると、開

庁までに最も時間の

かかる方式と想定さ

れる

(一般的には、分離発

注方式の1.5～2年

程度の遅れ)

総 評

◎ ○ ○ △

従来より多数採用実

績のある方式であり、

安定的で、開庁までの

スケジュールもたて

やすい

要求水準書の作成の

ため、開庁までのス

ケジュールが長くか

かる

・要求水準書の作成

のため、開庁まで

のスケジュールが

長くかかる

・参入を検討する代

表企業の有無に関

する調査も必要と

なる

・開庁までのスケジ

ュールが最も長く

かかる

・詳細な検討は PFI

導入可能性調査を

行う必要がある

が、民間活力の発

揮しやすい施設用

途、立地条件、事業

規模とは考えにく

く、実現は難しい

と考えられる
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２ 概算事業費・財源計画

（１）新庁舎の概算事業費

社会経済情勢による物価高騰などを踏まえ、現時点での概算事業費を次のとお

りとします。なお、新庁舎整備事業費を抑制するため、建設工事費の縮減につな

がる構造や設備方式の検討など、コスト管理に努めます。

表 19：概算事業費

※ 令和4年6月現在の物価情勢における概算事業費となります

※ 本体工事のうち環境配慮対応費では、環境負荷の低減に配慮した庁舎として、「ネット・ゼロ・エネ

ルギービル（ZEB）」19認証の取得を検討します

※ 現庁舎の解体は、杭引抜やアスベスト含有建材の除去等は別途とします

（２）財源計画

新庁舎整備事業の財源として、公共施設等整備基金と地方債などを想定してい

ます。このほか、今後の設計内容に応じて活用可能な補助金を検討するなど、財

政負担の軽減に努めます。

表 20：財源計画

区 分 事業費 備 考

Ⅰ．調査・設計費 2.7 億円

Ⅱ．建設工事費 63.1 億円

① 本体工事 51.5 億円 環境配慮対応費、防災対応費を含む

② 外構工事 8.7 億円 外構、駐車場等

③ 解体工事 2.9 億円

Ⅲ．付帯工事 4.2 億円 什器費用等

合 計 70.0 億円

区 分 金 額 備 考

公共施設等整備基金 10.0 億円

地方債 40.0 億円 本体工事費、解体工事費等

一般財源 20.0 億円

合 計 70.0 億円

19 建物内で消費するエネルギーを外皮の高断熱化や省エネルギー設備などを備えることで削減し、概ねゼロに近づける建物
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３ 事業スケジュール

分離発注方式を採用し、以下のようなスケジュールとします。

表 21：事業スケジュール

※ 工事工期は４週８休想定とします

※ RC造３階又は４階建、7,200 ㎡、杭基礎、耐震構造とした場合のスケジュールになりま

す

年度

月

令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1

分

離

発

注

方

式

基本計画 基本設計・実施設計 新庁舎建設工事

外構工事

引越 新庁舎供用開始


